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第 107号'案令和 2年度長崎市一般会計補正予算(第 9 号)
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【3款 民生】

子どもの見守り強化事業費(3.2.1)

民間保育所等新型コロナウイルス感染症対策費(3.2.1)
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項

児童

福祉費

概要

新型コロナウィルス感染症防止対策による学校等の休業や外出自粛などで、子どもの状況が把

握しにくい中において、虐待のりスクの高まりが懸念されている。現在、学校等は再開されているも

のの、イベントの中止や外出自粛などの傾向により、子ども等の様子が見えにくい状況が今後も続

くことが想定され、これまで以上に子どもの見守り体制を強化する必要がある。

そこで、相談等の総合的な支援活動を展開している民間団体と連携し、その団体のもつノウハウ

やネツトワークを活用して、子どもの見守り体制を強化し、支援が必要な子ども等を早期に発見し、

児童虐待に至る前に適切な支援につなぐ。

2 事業内容

a)実施方法

民間団体に委託し、要保護児童対策地域協議会の支援対象児童と併せて、その団体が行っ

ている「つなぐ BANK」の仕組みやネットワーク等を活かし、支援が必要な児童の家庭を訪問する

などし、子どもとその家庭の状況を把握する。

その際、支援対象家庭との信頼関係構築において必要であれぱ食材等の提供を行う。

※「つなぐ BANK」は、子どもの貧困対策に取り組んでいる一般社団法人ひとり親家庭福祉会ながさきが、行政

や民間団体等と連携し、ひとり親家庭の生活困窮世帯を総合的に支援する仕組み。2ケ月に1回程度、食材

を無提供する宅所を設け、弁護士等の専門相談などにも応じている。

②委託先

一般社団法人ひとり親家庭福祉会ながさき

③支援対象児童等

次に該当する者のうち、長崎市が見守りを必要と判断した児童及び保護者(概ね50世帯)

ア委託先の活動又はネットワークを通じて把握した児童と保護者(概ね20世帯)

イ要保護児童対策地域協議会の支援対象児童と保護者(概ね30世帯)

)委託内容(見守りの内容)

次の方法により、支援対象児童等の様子や家庭の状況等を把握し、定期的に長崎市に報告す

る。また、家庭訪問のきっかけの手段のーつとして、支援対象児童等の家庭状況に応じて、食材

等の提供を行う。

ア支援対象児童等が「つなぐBANK」の宅所に来所された際の相談

イ支援対象児童等の家庭を訪問

説明

目

児童福祉

総務費

番号

1-1

事

子どもの見守り強化事業費

業 名 補正額

千円

8,313



3 事業費内訳

委託料

人件費

食材費・消耗品費

賃借料

その他

項

業務貴任者、相談員(2 人)、相談員(延48日)、法定福

利費

食材費、消耗品費

カーリース代、OA機器借上料ほか

燃料費、光熱水費、通信運搬費ほか

4 財源内訳

事業費

千円

8,313

※国庫補助率 10/10

5 イメージ図

国庫支出金※

千円

8,313

(児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金)

の

予算額

千円

8,313

5,360

財

県支出金

千円

アクシ

警察

騎徽

ノ

腫相薪

内源

地方債

千円

艇棲馴肝艇靭

640

懇觀鮒馳糊畿
4

つ

・支齢象雁、特郎熊城況の鶴に関する舗髄の瀧
逮鮮支捌こ関する齢髄鴛合鵬等

雜轍骸鯰儲所・鯱瓣

即胴傭岐叡タヅフが計購候施報告

302

訳

その他

千円

決定

民間団体

(つなぐBANK)

配儲勵櫨簸センター

帰網淵婦畑韻

2,01 1
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葡村
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一般財源

千円

織絵

家庭の状況把握・相談対応

角曳曳

貼舛制

磁化

支撒捌瞳等の居務

尉胴瓣

駐俔發R

雉纏類
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1 概要

民間保育所等における新型コロナウィルス感染拡大を防止する観点から、病児・病後児保育

施設において、マスクや消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品等を購入するとともに、

民間保育所等に対して、同様の消耗品や備品等の購入費用を補助する。

併せて、病児・病後児保育施設において、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続

的に実施していくとともに、民間保育所等に対して、同様に事業を継続的に実施していくために必
要な経費を補助する。

また、新型コロナウィルス感染症の第二波、第三波を想定し、再び外出自粛や子育て支援セ

ンターを休館する状況となった場合に備え、テレビ電話を活用した相談支援を行うための通信機

能を備えたタブレット端末等のICT機器の入経費等を補助する。

2 事業内容

m 対象経費及び補正額

ア民間保育所等におけるマスクや消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品購入費用

及び民間保育所等において、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施

するために必要な経費(かかり増し経費等)

(ア)補正額 98β71千円

(イ)補正額の内訳

説

項

児童

福祉

明

目

児童福祉

総務費

番号

2-1

事

民間保育所等新型

コロナウイルス感染症

対策費

業 名 補正額

千円

100,581

区分

委託事業病児・病後児保育施設

民間保育所

民間認定こども園
33

(幼保連携型、保育所型)

小規模保育事業所

認可外保育施設 19

延長保育事業 47

補助事業一般型一時預かり事業 10

幼稚園型一時預かり事業 29

子育て支援センター

民間児童館

92※2
放課後児童クラブ

(51 クラブ)

小計 307

合 ・十 311

※1 1施設(1支援)当たりの上限額は500干円。
※2 放課後児童クラブの施設数は、支援の単位数。

施設・事業種別 施設数

【単位:千円】

補正額※1

消毒液等かが贈し経熊 計

1β70 130 2,000

23,107 3,387 26,494

12,470 1,712 14,182

10,757

96β71

98β71

523

495

5,143

15,699

3,204

11,958

28

52

14,481

14,61 1

1,841

4,194

690

50

2,084

495

6,984

19,893

3β94

12,008

2,1 12

52

10,234

82,390

84,260

6
 
1

4
釣



イ子育て支援センターにおけるテレビ電話を活用した相談支援等を行うための通信機能を備
えたICT機器の導入等に必要な経費(タブレット端末等の購入等)

(ア)補正額

(イ)補正額の内訳

施設・事業種別区分

補助事業子育て支援センター

※ 1施設当たりの上限額は500千円。

1,710 千円

3 財源内訳

事業費

千円

100,581

※1 国庫補助率

※2 県補助率

内財 源

一般財源地方債国庫支出金※1 県支出金※2

千円千円千円千円

98,8481,733

ν3(子ども・子育て支援交付金、新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金)
10/10(保育対策総合支援事業費補助金、地域子ども・子育て支援事業費補助金
放課後児童健全育成事業費補助金)、V3(子ども・子育て支援交付金)

施設数

1,710

【単位:千円】

今回補正額※

8

訳

その他

千円


